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連 結 注 記 表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称 淺沼建物㈱、宇都宮郷の森斎場㈱、㈱ひらかたシンフォニア、桜井給食フ
ァシリティーズ㈱、小田原斎場ＰＦＩ㈱、SINGAPORE PAINTS &
CONTRACTOR PTE. LTD.

連結の範囲の変更 当連結会計年度より、株式の取得により、SINGAPORE PAINTS &
CONTRACTOR PTE. LTD.を新たに連結の範囲に含めております。

（2）非連結子会社の名称 ASANUMA CONSTRUCTION LTD.,INTERNATIONAL
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社の数 なし
（2）持分法を適用した関連会社の数 ３社

持分法を適用した関連会社の名称
長泉ハイトラスト㈱、金沢宝町キャンパスサービス㈱、ＰＦＩ大野城宿舎
㈱

（3）持分法を適用しない非連結子会社の名称
ASANUMA CONSTRUCTION LTD.,INTERNATIONAL

持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性がないためであります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、SINGAPORE PAINTS & CONTRACTOR PTE. LTD.の決算日は12月31日でありま
す。連結計算書類の作成に当たっては、2018年12月31日をみなし取得日としているため、同社の決算日の
貸借対照表のみ連結しており、当連結会計年度に係る連結損益計算書類に同社の業績は含まれておりません
が、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

　 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
　 その他有価証券
　 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　 時価のないもの 移動平均法による原価法
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　 ② たな卸資産
　 未成工事支出金 個別法による原価法
　 販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）
　 材料貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産
　 （リース資産を除く）

定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。

　 ② 無形固定資産
　 （リース資産を除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　 ③ リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

（3）重要な繰延資産の処理方法 社債発行費は支出時に全額を費用として処理しております。
（4）重要な引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過年度の実績を基礎に、当
連結会計年度の完成工事高に対する将来の補修見積額を算定し、計上して
おります。

　 ③ 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引
渡工事の損失見込額を計上しております。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　 ① 完成工事高の計上基準 当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準 (工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ
の他の工事については工事完成基準を適用しております。

　 ② 重要なヘッジ会計の方法
　 a. ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているので、特例処理

を採用しております。
　 b. ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息
　 c. ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。
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　 d. ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしているので決算日における有効性
の評価を省略しております。

　 ③ のれんの償却方法及び償却
　 期間

のれんの償却については、７年間にわたって均等償却を行うこととしてお
ります。

　 ④ 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっており
ます。

　 ⑤ 退職給付に係る会計処理の
　 方法

①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時に一括費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

〔表示方法の変更に関する注記〕
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う会社計算規
則の改正を当連結会計年度より適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債
は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

〔連結貸借対照表に関する注記〕
１．担保に供している資産
（1）下記の資産は、コミットメントライン契約及び、当座貸越契約に伴う担保に供しております。
　 現金預金 4百万円
　 建物・構築物 648百万円
　 土地 957百万円
　 投資有価証券 7,344百万円
（2）下記の資産は、ＰＦＩ事業を営む持分法適用関連会社等の借入金の担保に供しております。
　 投資有価証券 118百万円
　 長期貸付金 104百万円
（3）ＰＦＩ事業を営む連結子会社の事業資産をプロジェクトファイナンスローンの担保に供しております。
　 当該連結子会社の事業資産の額 4,091百万円
　 プロジェクトファイナンスローンの額
　 短期借入金（１年以内返済の長期借入金） 327百万円
　 長期借入金 3,215百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 5,221百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
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３．当社は運転資金の効率的な調達を行うため、コミットメントライン契約を締結しております。
当連結会計年度末におけるコミットメントラインに係る借入未実行残高等は次のとおりです。

　 コミットメントラインの総額 10,000百万円
　 借入実行額 －百万円
　 差引額 10,000百万円
４．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

〔連結損益計算書に関する注記〕
　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式 8,508,629株
２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
配当額(円) 基準日 効力発生日

2018年６月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,340 16 2018年３月31日 2018年６月28日

（注）１株当たりの配当額については、基準日が2018年３月31日であるため、2018年10月１日付の株式併合
前の金額を記載しております。
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2019年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案いたしま
す。

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年６月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,233 153 2019年３月31日 2019年６月27日

３．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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〔金融商品に関する注記〕
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入や社
債発行による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的
な取引は行いません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。
当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定
期的に把握する体制としております。
投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上場株式については
四半期ごとに時価の把握を行っております。
支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
借入金及び社債は主として営業取引に係る資金調達であり、長期借入金の一部については、支払金利の変
動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）
をヘッジ手段としております。
なお、デリバティブ取引は金融リスク管理規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（1）現金預金 23,545 23,545 －

（2）受取手形・完成工事未収入金等 54,271 54,629 357

（3）投資有価証券 8,599 8,600 0

　 資産計 86,416 86,774 358

（4）支払手形・工事未払金等 30,125 30,125 －

（5）短期借入金 2,790 2,790 －

（6）社債 650 650 －

（7）長期借入金 8,253 8,265 12

　 負債計 41,820 41,832 12

（8）デリバティブ取引 － － －
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

（2）受取手形・完成工事未収入金等
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスク
を加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

（3）投資有価証券
時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によ
っております。

（4）支払手形・工事未払金等（5）短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

（6）社債
社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り
引いて算定する方法によっております。

（7）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例
処理の対象とされており（下記（8）参照）、当該金利スワップと一体として処理した元利金の合
計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方
法によっております。

（8）デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記（7）参照）。

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額842百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証
券」には含めておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１．１株当たりの純資産額 4,624円16銭
２．１株当たりの当期純利益 504円87銭
（注）当社は、2018年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする併合を実施したため、当連結会計年度
の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益を算定しており
ます。
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個 別 注 記 表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　 ① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
　 ② 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
　 ③ その他有価証券
　 a. 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　 b. 時価のないもの 移動平均法による原価法

（注） その他有価証券については、時価もしくは実質価額が帳簿価額に比べて30％以上下落した場合に
「著しく下落した」と判断しております。

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
　 ① 未成工事支出金 個別法による原価法
　 ② 販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
　 ③ 材料貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産
　 （リース資産を除く）

定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。

（2）無形固定資産
　 （リース資産を除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

３．繰延資産の処理方法 社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。
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４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過年度の実績を基礎に、
当事業年度の完成工事高に対する将来の補修見積額を算定し、計上して
おります。

（3）工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡
工事の損失見込額を計上しております。

（4）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額の期間帰属方法は給付算
定式基準を採用しております。
過去勤務費用は、その発生時に一括費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．完成工事高の計上基準 当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事
については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ
の他の工事については工事完成基準を適用しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によってお

ります。
（2）退職給付に係る会計処理 計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱

いが連結計算書類と異なっております。

〔貸借対照表に関する注記〕
１．担保に供している資産
（1）下記の資産は、コミットメントライン契約に伴う担保に供しております。
　 建物・構築物 648百万円
　 土地 957百万円
　 投資有価証券 7,344百万円
（2）下記の資産は、ＰＦＩ事業を営む関係会社等の借入金の担保に供しております。
　 投資有価証券 1百万円
　 関係会社株式 61百万円
　 長期貸付金 256百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 5,132百万円

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
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３．関係会社に対する金銭債権債務
　 短期金銭債権 1,295百万円
　 長期金銭債権 291百万円
４．当社は運転資金の効率的な調達を行うため、コミットメントライン契約を締結しております。

当事業年度末におけるコミットメントラインに係る借入未実行残高等は次のとおりです。
　 コミットメントラインの総額 10,000百万円
　 借入実行額 －百万円
　 差引額 10,000百万円
５．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

〔損益計算書に関する注記〕
１．関係会社との取引高
　 営業取引 1,238百万円
　 営業取引以外 63百万円
２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
　当事業年度の末日における自己株式の数 446,382株

〔表示方法の変更に関する注記〕
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う会社計算規
則の改正を当事業年度より適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固
定負債の区分に表示する方法に変更しております。

〔税効果会計に関する注記〕
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、完成工事補償引当金であり、繰延税金負債の発生の主な

原因は、その他有価証券評価差額金であります。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１．１株当たりの純資産額 4,618円87銭
２．１株当たりの当期純利益 509円52銭
（注）当社は、2018年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする併合を実施したため、当事業年度の期
首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益を算定しておりま
す。

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月31日 17時30分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）


